
辻清明先生略歴・著作目録

つむ きよあ＇

氏名 辻清明

本籍 京都市上京区竪門前町4丁目 4番

現住所 東京都品川区西大井4丁目11番9号

略 歴

1913 （大2）年 4月5日，京都市で出生

1926 （大15）年 3月，京都市滋野小学校卒業

4月，京都府立第一中学校入学

1930 （昭5）年 3月，向上第4学年修了

4月，第三高等学校文科乙類入学

1933 （昭 8）年 4月，京都帝国大学文学部独逸文学科入学

1934 （昭 9）年 3月，同上退学

4月，東京帝国大学法学部政治学科入学

1936 （昭11）年 11月，高等文官試験行政科合格

1937 （昭12）年 3月，東京帝国大学法学部政治学科卒業

4月2呂田，東京帝国大学法学部助手となり，蟻山

政道教授の指導的下に行政学研究の途に入る

1938 （昭13）年 6月，臨時召集のため歩兵第九連隊に入隊

1940 （昭15）年 5月，同上除隊

1942 （昭17）年 10月8日，東京帝国大学法学部助教授となる

12月，日本学術振興会第二小委員会（蝋山政道委員
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長）委員となり，各国官吏制度の研究に参加

1943 （昭18）年 8月，行政学講座を矢部貞治教授と分担する

1944 （昭19）年 8月，行政学講座を担当する

1945 （昭20）年 1月，栄養失調による胸部疾患にて1946年 9月まで

長期療養

1949 （昭24）年 2月24日，東京大学社会科学研究所へ兼職

11月，東京大学教養学部にて政治学的講義を担当

12月，平和問題懇談会に参加

1950 （昭25）年 IO月，日本行政学会創立に参加し，理事となる（1984

年5月まで）

1951 （昭26）年 7月1日，東京大学教授となる

1952 （昭27）年 4月，日本学術会議の委嘱により， 2年聞の任期で

ユネスコ委員会（社会緊張特別委員会）委員となる

IO月，日本学術会議の委嘱により，公法・政治学研

究連絡委員会委員となる

1953 （昭28）年 5月，東京大学大学院社会科学研究科政治課程を担

当する

8月，自治大学講師（非常勤，現在まて務める）

1954 （昭29）年 3月，資源調査会専門委員となる

4月， 7ィレンツェにおける国際政治学会円卓会議

に出席し，そのあとスイス，西ドイツ，ベルギー，

フランス，イギリスを約3か月視察

1958 （昭33）年 2月，アメリカ研究セミナー委員会専門研究部門委

員会委員となる

6月，憲法問題研究会の結成に参加

1959 （昭34）年 6月，国家公務員採用上級試験試験専門委員（行政）

となる（以後毎年継続）

8月，西ドイツ・ヴィースパーデンにおける国際行
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政学会総会に出席L，その前後2か月．テeンマー

ク，スウェーデン，イギリス，オランダ，西ドイ

ツ，オーストリア，イタリア，ギリシア，エジプ

トを訪問

1960 （昭35）年 10月，日本政治学会理事となる

1961 （昭36）年 5月，日本行政学会理事長となり， 2期4年務める

1962 （昭37）年 3月，臨時行政調査会（第一次，佐藤喜一郎会長）

専門委員となる（ 2年6か月）

12月，東京大学評議員に併任される

1963 （昭38）年 1月，日本学術会議会員（第6期，任期3年）に選任

される

同月，大学設置審議会臨時委員となる

4月．東京大学大学院法学政治学研究科を担当する

1964 （昭39）年 4月1日，国際基督教大学（ ICU）講師（非常勤）とな

る

なお，この前後，北海道大学，名古屋大学，千葉

大学，東京都立大学，高崎短期大学，金沢大学の

国公立大学，及び法政大学，成践大学，学習院大

学，中央大学，立教大学，慶応義塾大学の私立大学

へ，非常勤講師として行政学，政治学を出講する

10月，文部省在外研究員としてイギリスに出張， 1 

年間ロンドン大学にて研究する

1965 （昭40）年 l月，ロンドン大学において客員教授として遇される

同月，日本近代化会議に出席のため約10日間パーミ

ューダへ赴〈

7月，パリで開催された国際行政学会総会に出席，

この機会にスペイン，ポノレトヌウノレその他欧米諸国

を巡歴する
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1966 （昭41）年 日本学術会議会員（第7期，任期3年）に選任される

1967 （昭42）年 4月l日，東京大学法学部長に併任される。同時に

大学院法学政治学研究科委員長となる

1968 （昭43）年 2月，東京都行財政調査会委員となる（ 2年間）

11月5日，法学部長の併任を解かれる

1969 （昭44）年 11月，流動研究員等審査会委員となる

1970 （昭45）年 10月，日本政治学会理事長となる

1971 （昭46）年 8月，ベルギーのルーヴァン大学で開催された国際

政治学会円卓会議に出席し，スウェーデン，イギ

リス，フランスを訪ねる

9月，民事行政審議会委員となる

1972 （昭47）年 5月，東京都中野区特別区制度調査会会長となる

同月，国際行政学会日本委員会委員長となり，同学

会予備理事に選任される

10月，日本政治学会顧問となる

1974 （昭49）年 4月1日，東京大学法学部教授を定年退職する

同日，国際基督教大学教養学部社会科学科教授とな

る

同月，特別区政調査会会長となる

5月21日，東京大学名誉教授となる

6月～ 7月，メキシコで開催された国際行政学会総

会に出席，これより前に欧州各国を巡歴し，学会

後はカナダを訪問する

IO月，行政管理庁顧問となる

1975 （昭50）年 9月，日本放送協会番組審議会委員となる

1976 （昭51）年 2月，東京都清掃審議会会長となる

7月，品川区政調査会会長となる（1977年3月まで）

1977 （昭52）年 4月，側放送文化基金人文社会部門助成委員会委員
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長となる

6月，日本放送協会番組審議会会長となる

8月～ 9月，象牙海岸のアピジャンで開催された国

際行政学会総会へ出席し，この機会にノルウェー，

スウェーデン，イギリス＇ 7ランス，スイスを視

察する

9月，働行政管理研究センタ一顧問となる

1978 （昭53）年 4月，特別区人事委員となる

1979 （昭54）年 4月1日，国際基督教大学大学院教授となる

5月，大平正芳首相の私的諮問機関，航空機疑惑等

防止対策協議会内メンバーとなる（ほぽ1年間）

11月，文化功労者に選ばれる

1980 （昭55）年 6月～ 8月，スペインの7 ドリッドで開催された国

1981 （昭56）年

際行政学会へ出席し，イギリス，フランス，スイ

ス，イタリアを訪問する

7月，国際行政学会執行委員会委員となり，同時に

同学会副会長に選ばれる

3月，第二次臨時行政調査会（土光敏夫会長）委員と

なる（ 2年間）

1982 （昭57）年 2月，日本放送協会番組審議会会長を解かれ，同協

会監事となる

9月，国際行政学会東京会議組織委員長として，同

学会円卓会議の開催を企画・運営する

1983 （昭58）年 3月，吉野作造賞選考委員となる

9月，西ベルリンで開催された国際行政学会総会へ

出席し，前後2か月，西ドイツ，スイス，イタリ

ア，イギリスを巡歴する

1984 （昭59）年 3月31日，国際基督教大学大学院教授を定年退職
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する

4月1日，国際基督教大学客員教授となる

著作目録

〈凡例〉
本目録は，京大助手時代か句， ICU教授を定年退職となる1984年3月まてe円辻消明先生町

著作・言論活動を，年代田に配列したものである。先生町著作日時としては，東大教授退職

の際に刊行された還歴記企論文JI! 渓内他細『現代行政と官僚制』（上ー下）東京大学出版会，

1974年下巻巻末円「辻清明先生著作目持」（限定版に円み所収，以下74年目録とよぷ）が最

も詳しく包括的である。本目S誌の作成にあたっては，この74年目持に，随想．嗣舎など若干

設を挿入してはいるが，概ね.＇ 74年目持における採録基準を踏襲L，その末尾に最近10年間

的苦作をつけ加える形をとった。

採鵠の方針と基結は以下のとおりである。

I 先生町研究活動における関心と帽向的推移が理解しうるよう，すべて年代眼的配列と

した。例外は，新開・雑誌等に比較的短期間連載された論文・記事，及びシリース・もの

の端容であり，いずれも最初の号又は巻町発行日に続けて記載した。

2 原Qljとして公刊されたものに限定したので，謄写版印刷，講i南町述記揖，官庁などの

部内資料として世周されたものは除外した。また，印刷され公刊されたものであっても，

総合雑誌等に匿名で書かれているかこみ記事，あるいは本の帯にある署名入りの推脂町

ことばなども，その性格上，採録しなかった。

3，先生町著作・言論活動は多方面にわたっており，しかも随筆風向文宣告も研究論文と並

んで．「私の行政学Jというべき先生抽特町学風を形づくっていると思われるので，先生

のいわれる「硬い評論」，「柔かい評論」の区別なしいずれもできる限り採録するよう

聾めた．このうち研究論文はすべてをとり上げる方針で臨んだが，時評・随想的類Ii,

目括原稿締切の段階でなお尭見が続〈ほど数が多〈，先生ご自身も正確には記憶されて

いないため，遺i属は少なくないと思われる。

4 74年目持では， lP行本・雑誌等に尭表された対談座談の記詰は主要なも円以外省略

されているが，最近10年間に限っては，個人の追悼座説会も吉めて多くを採錯した。

5. 74年目持では，新聞記事は単行本に収録されたもの的みを記載しているが，最近10年

間に限ってIi，簡単な説話等を除き，かこみ記事・論!Ji等円形でまとまったも町のすべ

てを，尭見しえた限りで採持した。

6.先生が嗣晶・監修にあたり，もしくは研究会座長として報告のとりまとめにあたった

出版物は，分担執筆の有無にかかわらず，採持に普めた。制度としての行政及び行政学

に対する貢献が，先生町主要な業輯町一部を成していると考えられるからである。ただ

い専門委員及び委貝として加わった草次及び第二次臨事行政調査会の答申の類は，

公刊されているにもかかわらず，著作目詰の性格上，ここでは記載しなかった。これら

調査会・審議会等での活動については，略歴の項を参照されたい。



日時中町表記町し方は以下町とおりである．

I 雑誌名単行本名・新聞名は r 』で示す。欧文はイタリ y クで示す。

2 雑誌単行本・新聞の中に収められた士章は「」て示す。欧文は“ ”で示す．

3 講座や叢書・ンリ －；＜：ものは［ 〕で示L，その巻町タイトルを r』て示す。

4 嗣・監修・訳・共嗣・共訳等は（ ）で示す。

139 

5 既尭表の文章を収録したり，それをもとに加筆して編んだ単行本には．出版円順に①

②③④同番号を到に付した。末尾に①②喧）＠と記された文章｛丸後にその番号町単行本

に収品されたり，単行本町文章のもとになったりしていることを示すE

1938 （昭13）年

「最近における英未及び独逸行政学J r国家学会雑誌』 52巻1号， l月

1940 （昭15）年

紹介「吉富重夫著『行政組織原理』」 r国家学会雑誌』 54巻11号， 11月

1941 （昭16）年

紹介「池田宏遺稿『都市論集J （昭15年）J r国家学会雑誌』 55巻2号， 2月

紹介「へーン編著 r現代諸外図的行政』 (1940年）」『国家学会雑誌a55巻

7号， 7月

1942 （昭17）年

「現代官吏制度内展開と科学的人事行政ト）一回完J r国家学会雑誌J56巻 2

号， 4号 6号， 2月， 4月 6月

1943 （昭18）年

紹介「山崎丹照『内閣制度の研究』（昭17年）」 r国家学会雑誌』 57巻 2号，

2月

「戦時行政の性格」『法律時報a15巻3号， 3月

「ロレンツ・ンユタインの行政学説一一行政学研究の一つの緒口として｛ー｝ー

口J r 国家学会雑誌』 57巻10号， 12号， 10月， 12月

1944 （昭19）年

「内閣制度の樹立 当時的輿論を中心としてJ 'OO家学会雑誌』 58巻l号，

1月①①’

「戦時態勢町内閣制度J r法律時報』 16巷5号， 5月

紹介「都留重人 r米国内政治と経済政策』J r 国家学会雑誌』 58巻7号，

7月

「戦時下都市行政の基本課題Jr都市問題』 39巻3号， 9月

1947 （昭22）年

「行政面からの現代国家の理論的分析（学会時報・行政学）J 東京大学新聞

社 r季刊大学』 l号， 5月

「岐路に立つ地方自治法」『法律時報』 19巻7号， 7月 ①① 

「日本官僚制と r対民衆官紀u r世界』 10月号①①’
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1948 （昭23）年

「国家公務員法」『国家学会雑誌』 62巻3・4号， 4月

「官吏制皮肉民主化一一公務員法を検討しながら」 r水道協会雑誌』 166号，

8月

「アメりカの官吏制度」城山政道編『各国官吏制度の研究』プレプス社，

8月

「官僚と公務員」 r朝日評論』 3巻IO号， IO月

「国家公務員法の改正 官僚制町民主化といふ見地からJ r法律時報』

20巻11号， 11月

1949 （昭24）年

「民主政治の変質過程」 r資本主義社合同特需』（共同執筆者，高島善哉他）

労働文化社， Z月

「猟官制と資格性」『逓信労働』 3巻3号， 3月

「実地調査報告一一総選挙の実態 第一部都市←ー東京都台東区」（分担執

筆者．鵜飼信成） r朝日評論』 4巷4号， 4月

「公務員制の意義と限界Jr国家学会雑誌』 63巻4号， 4月 迂回U
書評「弓家七郎著『アメリカ同地方自治制度』J rアメリカ研究』 4巻4号，

4月

「割拠に悩む統治機構 日本フアンズム研究」『潮流』 4巻5号， 5月

①①’ 

「浮動層の政治意識」 r評論』 32号， 5月

「国家と階級対立一一ピア ド r共和国』についてJ思想の科学研究会

『現代文明の批判』アカデミア プレス， 6月

書評「蝋山政道著『日本における政治意識の諸様相』」 r読書倶楽部」 4巻

6号. 6月

r政治意識の解剖』（共編者，蝋山政道・鵜飼信成他）朝日新聞社， 6月

「多数決原理の反省Jr展望aIO月号

「行政学」 r社会科学入門』みすず書房， 10月

「臣民・市民・準市民一一公務員と市民的自由J r東京大学新聞，11月28日

①①’ 

「ジョン・スチュアート・ミJレ」社会思想研究会編 r自由主義十講』社会恩

想社， I!月（のち，社会思想研究会編 r自由主義十講（下）』〔現代教養

文庫〕社会思想社， 1953年に採録）

1950 （昭25）年

「職階制的具体的科学性」『公務貝』 5巻 Z号， 2月 ①①’ 

「行政における権力と技術一一現代行政学的理解のためにJ r思想』 3日9号，

3月

「行政学J r法律時報』 22巻4号. 4月
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「フーパー委員舎の行政改革案J F法律時報』 22巻 6号， 6月

書評「蝿山政道著 r行政学講義序論』J r法俸時報』 22巻9号， 9月

討論「日本における政治学の過去と将来」日本政治学会編〔年報政治学・

1950〕岩波書店， 10月

「アメリカ人事行政の前途 フーパ一報告書の位置を検討しながら（寸

［ニ）Jr人事行政』 1巻 1号. 3号. 10月， 12月

「社会集団の政治機能J〔『近代国家論』第二部機能〕弘文堂， 12月

1951 （昭26）年

「議会制と官僚制」『近代社会内構造と危機』〔社会科学講座第五巻〕

弘文章， 2月

『行政のはなし』郵政省内通信教育振興会， 3月

「田町政治と地方向政治Jr東京大学新聞』 4月26日

「米国行政委員会の独立性ーーその変遷と将来」東京大学社会科学研究所編

r行政委員会a日本評論社， 5月

「政治を創るもの」 r世界』 5月号

「行政研究の発達J r自治研究』 27巻5号， 5月

「行政機構改革の基本原理」 r法律時報』 23巻6号， 6月

「行政組織における能率Jr能率』 18号. 6月

「科学と政治」 r農林春秋』 1巻 1号， 7月

「行政教育的理論と実際」（米国行政教育視察報告 感想と意見） r人事

行政』 2巻9号， 9月

「声なき民の講和」 r世界』 10月号

「地方自治における自然的反動と政治的反動」 r自治研究』 27巻11号. 11月

「日本官僚制とデモクラシ－J 日本政治学会編〔年報政治学 1951〕

岩波書店， 12月

1952 （昭27）年

「日本行政学会第2回総会的概要」『都市問題J43巻 1号， l月

「反動一一自然的反動と政治的反動」 r世界』 1月号①<D'
①r日本官僚制の研究』弘文堂， 2月

「賢明な政治」 r教育手帖』 24号， 4月

r行政学講義要目（第一分冊）』東京大学出版会. 5月

「学園自治的形成のために」『改造』 5月号

「憲法的角を崩してはなら由一－ r再武装』に関する意見・批判・希望」

r 世界』 5月号

「内閣総理大臣の地位Jr；思想』 335号， 5月

文部省検定済教科書高校用 r日本社会的基本問題』（馬場四郎桂西光速

編．分担執筆）教育図書. 6月

「公務員制度 講和後の諸制度J r自治時報』 5巻 6号， 6月

「法治行政と法円支配J『J思想J337号， 7月
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「さきの見えない政治一一一不安の実体を衝（ J r地上』 6巻4号， 7月

「戦後の日本民主化の過程と問題一一政治」 r日本町問題』〔岩披講座・教育

第2巻〕岩波書店， 8月

「公務員同モラノレ」『社会と人倫』〔新倫理講座第4巻〕創文社， 8月

「破防法的事院通過」『教育』 Z巻8号， 8月

「公務員制度の将来」『明窓』 3巻6号， 9月

「公務員制度の改革」『公法研究』 7号， IO月

紹介「長浜政寿著『地方自治』Jr図書』 39号， 12月

「戦後内外国文献紹介」（共同執筆） r国家学会雑誌J66巻4号， 12月

1953 （昭28）年

「官僚政治から脱却する途一一官と民的聞のカーテンを取除け』『朝日新聞』

1月9日

r行政学講義要目（第二分冊）』東京大学出版会， 2月

「太平洋戦争と官僚機構」日本外交学会編 r太平洋戦争原因論』新聞月鑑社，

3月

「戦後体制の政策と機構」（分担執筆者，岡義違）『戦後日本町政治過程』

〔年報政治学・ 1953〕岩波書店. 3月

「地方自治の設計」『法律時報』 25巻4号， 4月

「政治的岐路に立ちて」 r改造』 6月号

文部省検定済教科書『中学生町社会12平和と政治』（安倍能成編，分担執

筆）日本書籍， 6月

「デモクランー」創文社編集部編 r危機に立つ近代」〔現代史講座 I〕

創文字土， 6月

「公務員における公私的意義的混治について」 r郵政』 5巻7号， 7月

紹介「長浜政寿著『中央集権と地方分権』J r法律時報』 25巻9号， 9月

「政治機構の動態と本質一一回全と内閣」戒能通孝編r統治機構と政治運動』

〔日本資本主義講座第三巻〕岩波書店， 11月

「政治学を学ょためにJ r新しく学ぶために』（共著者，都留重人・大河内ー

男・川島武主） 12月

1954 （昭29）年

「教師と政治一一中央審議会の答申案を中心としてJ r教育行政』 11号，

2月

「行政的問題」全国市長会研究室編〔市政講座（1）〕全国市長会， 3月

“Recent Changes in the Machinery of Government in Japan，” The Report 

for the Round Table Coη舟renceof IPSA in Florence, 4月

r政治学事典』（共編者，中村哲・丸山真男）平凡社， 5月

「自立の政治に向って」『日本町進路』（共著者，都留重人・大内兵衛福島

要一）〔村の図書館〕岩波書店， 5月

「見てきた外固め議会（上・下）」 r東京新聞』 8 月 12~13 日 ③③’ 
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「自由ヨーロ yパ円表情」『改造』 9月号

「転期に立つヨーロッパ町表情J r世界」 9月号

「行政学J 'NH K教養大学』 5巻5号， 11 12月

1955 （昭30）年

「行政教育の方向」 r人事行政J 6巻 1号， 1月

「総選挙の実態」（共編者，城山政道・鵜飼信成他）岩波書店， 1月

「政権交替の幻忽」「世界」 2月号

「国際政治学会第三回円卓会議日報告 (1954年)J'戦後世界政治と米国』〔年

報政治学・！955〕岩波書店， 3月

紹介「yュテット 7 ン夫妻『投票に現われた不満一←アメリカにおける牒

民労働者党内研究』Jr匡l京学会雑誌J68巻9 10号＇ 4月

「欧州諸国の議会内外J r市政』 4巻 4号， 4月

「汚職と官僚制Jr法待時報』 27巻5号， 5月 ② 

「自立政治のために」 r政治公論」 4月号

「地方自治とその課題」蝋山政道編『日本町政治』［毎日ライブラリ〕毎日

新聞社， 9月

「外交は論理であるJ r世界』 11月号

1956 （昭31）年

「アメリカ公務員制」 r公務貝制度』（共編者，鵜飼信成ー長浜政寿） 勤草

書房， I月

「意見と随想J住本利男『地方自治はどこへ申〈』学陽書房， l月

「公務員制度 公務別格論について」 rジユリスト』 100号， 2月

「公務についてJ r郵政』 8巻2号， 2月号

r岩波小辞典・政治』（編著）岩波書店， 3月

文部省検定済教科書目高校用 r社会』（宍著）自由書房， 4月

「行政学Jr社会科学入門』みすず書房， 6月（前掲1949年版とは別稿）

r行政学講義（上巻），東京大学出版全， 6月

「二大政党はどう見るー一わが国内実情に顧みてJr時事教養」自由書房，

168一号， 7 月15日

「行政教育の諸問題 へンレ－ r行政幹部学校』を中心として（上）」

r自治研修』 9号， 10月

「政党・選挙国会」 r婦人公論』 10月号

「町村合併における r部落』」『自治時報』 9巻JO号， JO月

“The Cabinet, Administrative Organization, and the Bureaucracy，＇’ The 

Annals of the Americ,倒 Acad，の可ofPolztical四 dS匹ialScie町田， Vol.308, 

11月

1957 （昭32）年

「行政教育の諸問題←ーへンレ r行政幹部学校』を中心として（下）J

『自治研修』 10号， l月
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「公務員制度を批判する」 r時事教養』 184号， 5月1日

「府県の廃合は時期尚早であるJr時的法令』 241号， 5月

「新憲法ーO年の問題点一一公務員制度は民主化されたか一一人事院の独

立性」『ジユリスト』 131号， 6月（のちに「人事行政の独立性Jと題l.
日本行政学会編『人事行政的課題』〔行政研究叢書3〕勤草書房. 1958年

4月に収録）

「思想を扱うものの責任」『中央公論』 6月号

「現代民主主義の展望」『民衆と自由』〔岩波講座現代思想W〕岩波書店，

9月

「府県制的改廃と地方自治」日本行政学会編 r地方自治同区域a〔行政研究

叢書1〕勤草書房. 10月

「日本政治の将来と地方自治J r政治公論』 10月号

「輸入事行政の本旨砂とはなにか」『人事院月報』 8巷11号， 11月

「わが国官僚の政治的位置」 rエコノミスト』 11月23日号

「t也方制案への感想」 r信州自治』 10巻12号， 12月

1958 （昭33）年

「支配体制的政策と機構J （共同執筆者，岡義逮・石田雄）岡義武編『現代

日本の政治過程』岩抜書店， 1月 ①’ 

「現代日本的政治状況Jr世界』 1月号

「再開国会に望む 予算審議特れば解散せよ」 r朝日新聞』 1月29日

w. A ロプソン r世界の大都市一ーその行動と政治と計画」（監訳者， 城

山政道，共訳者，小倉庫次・吉富重夫）東京市政調査会. 1月

『講座・日本近代法発達史 資本主義と法の発展 』全11巻（共編者，

鵜飼信成・福島正夫・ Ill島武宜）勤草書房. 2月から1967年にかけて刊

行

rr惰性的政党』からの脱却」 r政治公論』 4月号

「争点のない選挙か一一公約の責任の行方」『東京新聞』 5月20日

「総選挙の貸借対照表」 r週明l読書人』 6月2日

「民主政治の成長のために」 r時事教養』 210号， 8月15日

「曲り角に来た日本の政治（1) (8）」 r朝日新聞』 10月4. 5. 7ー12日 ② 

「勤務評定を真に批判するために」 r世界』 11月号

「地方選挙の新しい課題Jr都政』 3巻12号. 12月

「世相の底流J r毎日新聞』 12月 1959年2月 ③ 

1959 （昭34）年

「新聞と政治」『毎日新聞』 2月2日，ほか「憂楽町」欄に週1回， 3ヵ月③

「紀元節問題の政治的視角」三笠宮崇仁編『日本のあけぼの』光文社， 2月

H.J ．ラスキ『議会・内閣 公務員制』〔岩波現代叢書〕（共訳者．渡辺保

男）岩波書店. 3月

『行政学講義（上巻）』東京大学出版会， 4月



「国的政治と地方内政治J r世界』 5月号②

「行政と管理一一一つの試論」 r自治研修』 19号， 5月

「行政における法学と行政学J（対談）『自治研究J35巷5号， 5月

「比較研究町進路J（公法雑記帖）『法律時報』 31巻8号， 7月
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「E.V.デヴスとアメリカ社会党」斎藤真編『現代アメリカ町内政と外交』

東京大学出版会， 12月

「国際行政学会に出席して」 r法律時報』 31巻12号， 12月

1960 （昭35）年

「政治における『焦慮』と F健忘』」『朝日新聞』 1月3日

「砂川判決と歴史の教訓」『法律時報』 32巻1号， 1月

「現代政治への反省Jr朝日ジャーナ＇＂＇ 3月13日号

「むしろ国民投票法の制定をJ r世界』 4月号

「圧力団体と政策決定過程J束畑精一・有沢広巳・中山伊知郎編『社会11」

［経済主体性講座第四巻〕中央公論社， 7月 ①’ 

勺也方議員の報酬に関する意見」東京都 r議員報酬について』（謄写刷）JO月

②r政治を考える指標a〔岩波新書〕岩波書店. 11月

r世界大百科事典』（全32巻）平凡社. 1955 1960＇！＇－に止の 21項目を執筆，

rウィルソン」「汚職」「官僚主義」「官僚制」「経済企議」「権力」「小党分

立」「職能代表制」「政治運動J r 政治過程」「政治資金」「政党」「大統領

制」「大衆運動」 r討論終結制」「二大政党制J「パ キンソンJ「フーパー

委員会」「プレ yンヤーク・ループスJ「民王主義」「ロピイングJ なお同

百科事典Ii, 1964ー1968年に新版（全26巻）， 1972年に改訂新版， 1981年

に1981年版として再刊

1S61 （昭36）年

「首相町座」憲法問題研究会編 r憲法を生かすもの』〔岩波新書〕岩披書店，

3月

「政治責任と政治資金」 r朝日ジャーナノレ』 5月7日号

書評「石田雄『現代組織論』」 r朝日ジャーナ＇＂＇ 5月21日号

「憲法はf昔物かJ憲法擁護国民連合編 rみんなの憲法』日本評論社， 5月

③③’ 

「政治の日常化と政党内責任」『市政』 10巻6号， 6月

「政治の日常化について」 r教育』 11巻6号， 6月

「権限と権威 管理の意義に関連して」 r自治研修』 28号， 7月

「ルソーの r民約論』」『週刊読書人』 9月25日

「行政管理に関する大統領委員会の改革案」日本行政学会編『行政機構内

改革』〔行政研究叢書4〕勤草書房， 10月

「陣笠の効用」 r毎日新聞』 11月7 8日 ③③’ 

1962 （昭37）年

「ホイス大統領内引退」『みすず』 1月号③③
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書評「r地方都市 糸車、Jll内実態』Jr朝日ジャナ！OJ Z月11日号

「日本における行政学円形成と将来一一城山政道先生を囲んで」（鼎談）日

本行政学金制〔年報行政研究1〕勤草書房， 4月

「現代行政学的動向と課題」日本行政学会編〔年報行政研究l〕勤草書房，

4月

「r首相公選論a批判一ーその意義と危険につLてJr中央公論』 5月号

（のち，吉村正編 r首相公選論』弘文堂， 11月に採録）

「公務研修の目的」人事院『行政研修』第5号， 7月

「行政改革の焦占J r自由A 9月号

「都市の広報活動（→一回完」 r都市問題』 53巻8 9号， 12号， 8 9月．

12月

1963 （昭38）年

「権威とはなにかJ r図書』 1月号③③’

「役割の自覚』『毎日新聞J 1月24日 ③③l 

r岩波小辞典・政治』増訂版（編）岩波書店， 1月

文部省検定済教科書「中学校社会三年下一一社会生活』（分担執筆） 学校

図書， 1月

「一千万をパァクに主張せよ」（都政にひとこと）『日刊都政A Z月8日

「押しボタンは機能的か」『毎日新聞』 7月23日 ③③l 

「専門教育から総合教育へ一一各国公務員制度見て事き」『人事院月報A

16巻8号， 8月

「議会政治の精神J rみすず』 9月号③③l

「ある憲法的運命」 r世界』 9月号＠③’

「市政と科学的調査Jr調査季報』 1号， 11月

「総，jj!挙に現われた民窓」『朝日ジャーナ！OJ12月8日号

1964 （昭39）年

「憲法問題研究会的存在」『ジュリスト』 289号， 1月

「『現代』における国家の位置」 r現代の国家』〔岩波講座・現代8〕岩波書

店， 3月

文部省検定済教科書高校用 r政治経済』（共著）自白書房， 4月

書評「升昧準之輔『現代政治と政治学』Jr朝日ジャーナ！OJ 5月24日号

「法の主目1」rエコノミスト』 6月2日号③③j

「警官の胸章」 rエコノミスト』 6月30日号③③1

「行政改革の現状と方向J r法律時報』 36巻6号， 6月

「憲法調査会報告書を読んでJ r朝日ジャーナル』 7月12日号

「ダモクレスの剣」『エコノミスト』 7月28日号③③l

「へンレー研修学院の一日」 rエコノミスト』 8月25日号③③1

書評「田中守著 r行政の中立性理論』」日本行政学会編〔年報行政研究3〕

勤草書房＇ 9月
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「行政改革の現代的意義」 r朝日新聞J 9月30日

J9c5 （昭40）年

「日本における政策決定過程一一葉議制に関連して」『思想』 487号＇ I月

①’ 

r時代と指導者向出会い一一チャーチル氏町場合」 r毎日新聞』 1月25日

③③’ 

「地方自治的意味J憲法問題研究会編 r憲法読本（下）』〔岩波新書〕 岩波

書店， 4月

「議長の権威」 r朝日新聞』 ii月17日

「国益と民益J r朝日新聞』 ii月188 G③’ 

「責任と自由J r朝日新聞』 ii月19日 ③③j 

「計画的手順J ＇朝日新 110,ii月20日 ③③’ 

「秩序と対立」『朝日新聞』 ii月21日 ＠③’ 

1966 （昭41）年

「今年同都政に望む」 r朝日新聞』 1月1日

「選挙向原占J r展望』 l月号③③j

書評「rメリトクラシーの法則』」 r朝日ジャーナル』 2月20日号

「小選挙区制的焦点Jr湖」 2月号（のち，城山政道他旬、選挙区制』〔潮新

書〕 5月に採録）

“Book Review On]. La Palombara ed, Burea町 racyand Political D四＇-I

apment, 1963，＇’ The Dei'elaPing &anomicミ3月

r個性と社会」『婦人公論』 4月号③③’

「強行裁決と国会的正常化J r時事教養』 366号， 4月1日

r行政学概論（上巻）』東京大学出版会， 6月

r政治』［資料戦後三十年史l〕（編）日本評論社， 8月

「胃聞事におもうこと」 r週刊とちょう』 8月23日

「権力の魔性Jrサンケイ新聞』 9月13日 ③③’ 

「イギリスにおけるりージョナリス’ム（広域制）J r現代行政の理論と現実

城山政道先生古稀記念：論文集』（編著）勤草書房， ii月

1967 （昭42）年

「政治責任とは何かJr世界J I月号③③

「ムードと実益とのたたかいー←投票者の意志決定」 r朝日ジャ ナル』

2月12日号

「政治資金円規制はなぜ必要か」 r時事教養』 389号. 5月15日

「上下心ヲーニンテ」 r図書J 9月号③③

「公共部門の労使関係の活眼J r日本労働協会雑誌」 103号， 10月

「政治資金の規正」 rジュリスト』 388号， 12月

!968 （昭43）年

「都市行政・ロンドンと東京 ロブソン報告の基調J r法律時報』 40巻
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3号， 3月

「代議政治向原理J r時事教養』 407号， 4月15日

「憲法問題研究会何十年」 r世界』 7月号

r日本政f古裁判史録』全5巻（編集委員共編者，我妻栄林茂・団藤重光）

第一法規出版， 11月一1970年11月

“Decision Making in白eJapanese Government, A Study of Ringisei，” m 
Robert E. Ward (ed.), Political De四lopmentin Modern japan, Princeton 

University Press 

1969 （昭44）年

CD" r新版日本官僚制の研究』東京大学出版会＇ 5月

「政党近代化への方向探る」『時事教養J 6月1日

「協同組合図書室づくり附 良書推購・政治J『協同組合研究月報』192号，

9月

「現代行政の基本課題」人事院『行政と？ネージメント』 4号＇ 11月

1970 （昭45）年

rパジヨ yト・ラスキ・マyキーヴァー』〔世界内名著60〕（責任編集・解説）

中央公論社， 1月

「安保と治安J r世界』 1月号

「多党制の日本的意味を問うJ町朝』 2月号

「強大化する行政権Jr時事教養』 437号， 5月l日

「地方自治的本旨（→一作l」『信機毎日新聞』 5月一12月 ③③’ 

「国家と社会一一人民重からざれば，国もまた重か均ず」 r世界』 7月号

③③’ 

「東京都域の将来構想一一〔都行財政調査会〕第四次助言内基本的考え方」

r自治研究』 46巻 8号， 8月

「政治指導者向選択Jr読売新聞』 9月PR版③③’

「転換期の公務員制 フルトン報告と r行政職』町地位（→」『国家学会雑

誌』 83巻 9・IO号， 12月

1971 （昭46）年

「岐路に立つ地方選挙J 'i朝』 4月号

r行政管理に望む」行政管理庁 r行管広報』特集号， 4月

r最近の通達行政の弊害」 r時事教養J448号， 6月1日

「民主国家における司法権J『中央公論』 7月号

「司法権の独立 思想的自由な交流J r世界』 7月号

r政府資料を知る権利」『毎日新聞』 IO月20日 ③③’ 

「内務省を語る」（座談合）大霞全編『内務省史第四巻』地方財務協会，

11月

1972 （日目47)年

「住民運動と都市・地方計画」 r自治研究』 48巻 1号， 1月（＇地方自治論文
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集』良書普及会， 7月，に収録）

「IPSA報告」日本政治学会編『比較政治骨折とその方法』〔年報政治学・

1971〕岩波書店， 3月

「問われる政治資金円あり方」『時事教養』 457号， 5月1日

「日本的地方自治付帥」『図書』 6 9月号＠

「現代行政論ト）一日J r自治研修』 144, 145, 146号， 8・9・10月

「日本における自治」『都市政策的基礎』〔岩波講座・現代都市政策I〕 岩

波書店， II月

「民意と選挙J r郵政」 24巻II号， II月

③r陣笠の効用』日本評論社， II月

1973 （昭48）年

「解説IJ 〔南原繁著作集第λ巻〕岩波書店， 4月

「公害と行政J（対談）『法学セミナー』 2日5号， 1月

「政治学」 r百科年鑑1973』平凡社. 4月（以後毎年刊行）

「噴出する住民運動J r時事教養』 467号， 5月1日

「LSEのこと」 r学士会会報』 720号， 7月

書評「チャールズ・メリアム r政治権力』（斎藤真有賀弘訳）」r朝日ジ

ャ一ナJt,J 10月19日号

「自治大学校創立時的ー挿話J F自治研修』 157号， II月

r；，ンポジューム 近代日本を考える』有沢広巳・玉野井芳郎編，東洋経済

新報社， 9月

「態法問題研究会と我妻先生J r世界』 12月号

1974 （昭49）年

文部省検定済教科書・高校用『政治経済』（共著） 自白書房， 2月

「行政権の過剰介入」『時事教養』 479号， 4月1日

「人間我妻栄に接して」 rジュりスト」 563号，特集我妻法学的足跡， 6月

「憲法と地方自治」（憲法記企講演会から） r世界』 346号. 9月号

「自民党解散論一一間われているその政治体質J r朝日ジャ ナ＇＂＇ 12月6

日号

「戦後改革と政治過程J東京大学社会科学研究所編 r政治過程」〔戦後改革

3〕東京大学出版会， 12月

1975 （昭50）年

「金権政治を生む土壌J 『時事教養』 487号， 4月1日

「都市と自治」『現代都市と自治』〔ジュリスト増刊総合特集第1号〕 4月

IO日

r，レソォ r民約論』J『朝日ジャ ナル』「文庫本」欄 7月4日号

「イエりング『権利のための闘争』」同上 7月II日号

fゲーテ r詩と真実』J 同上 7月18日号

r文庫本町今昔J向上 7月25日号
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「帆最大公約数命的政治へJ r読売新l瑚』中京版「論控」 7月23日

r岩波小辞典・政治」（前掲）第3版（編） 岩波書店， 9月

1976 （昭51）年

④「日本の地方自治』〔岩波新書〕岩波書店， 2月

「発刊に寄せて」行政管理庁行政問題研究会 r行政管理研究』第l号， 2月

〔行政学講座〕全5巻（編集代表） I r行政の理由Ii;., 2 r行政の歴史』，

3 r行政の過程＇＇ 4 r行政と組織』， 5r行政と環境』東京大学出版会，

3月一10月

「日本における行政学の展開と課題」向上第 l巻所収， 3月

「公務研修」向上第4巻所収， 6月

「構造汚職町日本的体質」『時事教養』 500号. 6月1日

「権力に弱い体質うれう」（田中角栄元首相逮捕論評）『朝日新聞』 7月28日

「第一六回国際行政学会に出席して」日本行政学会編 r社会変動と行政対

応』〔年報行政研究12〕， 10月

「行政監察と行政相談」『ジュリスト』 624号， 11月1日

r戦後日本町再出発』（編著）〔図説日本町歴史18〕12月

1977 （昭52）年

「地方自治」（座談合） r京都新聞』 l月3日

「国際行政学への一試論 国際公務員制の場合」国際基督教大学「社会科

学ジャーナル』 15号特集行政学， 3月

「宮沢｛主義を語る」（座談合） rジュリスト』 634号特集宮沢憲法学的全体像，

3月26日

「憲法三O年を回顧して」（座談会）「日本国詰法一一三O年内軌跡、と民望』

〔ジュリスト臨時制干lj〕5月3日号

「地元利益主義的功罪」 r時事教養」 511号， 6月1日

1978 （昭53）年

「公務員制町三十年Jr季刊人事行政』冬期号， 2月

「議会政治と国民投票法」 r公明』 194号特集民主主義活性化のために， 4月

「政策的相対的発想」『セメント工業』 5月 ③’ 

「なぜ実現せぬ行政改革」 r時事教養J522号， 6月1日

「地方自治の機能J伊藤正巳編 r日本国憲法的考え方』上〔有斐閣新書〕有

斐問。 9月

「代表と参加」（講読） r北九州大学法政論集J 6号（2). 11月

1979 （昭54）年

「つきあいの規範J r時的法令」「思いつくまま」欄 1024 . 1025合併号，

1月3・13日

「無風選挙への感想」向上 1037号， 5月13日

「福祉の哲学」向上 1043号， 7月13日

「代表と民意とのス’レ」向上 1046号， 8月13日



「政治倫理的途」同上 1049号， 9月13日

「行政の新陳代謝」向上 1052号， 10月13日

「手段の目的転移」向上 1055号， 11月13日

「思想の短絡化」向上 1058号， 12月13日
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「戦後茨城県議会の概観」茨城県議会史編さん委員会編 r茨城県議会史一一

戦後編J 3月

「変動期における都道府県政」全国知事会編r変革期における都道府県政

自治制度研究会報告書』序章 第一法規出版， 3月

③・r政治的精神』〔朝日選書134〕 朝日新聞社（前掲 r陣笠の効用』改題），

5月

行政官理基本問題研究会『今後における政府公共部門町在り方と行政改

革一一行政管理基本問題研究会研究報告』（座長）行政管理研究センター，

7月

『社会経済の変化と行政の対応に閲する調査研究一－？ネジメントーレビュ

ーをどの管理方式を中心とする一一』（研究代表）行政管理研究センター，

12月

1980 （昭55）年

「既得権への自省が必要ー一新しい発想で r官』の体質改善を」『朝日新聞』

論壇， 1月4日

「日本官僚出lーーその病理と改革」（対談）『世界』 412号， 3月号

W.A.ロブソン r福祉国家と福祉社会 幻想と現実』（共訳者，星野信也）

〔UP選書〕東京大学出版会， 3月

「公費天国を生む土壌J r時事教養』 546号， 4月1日

「パジョ y ト・ラスキー？・，キ パー』（責任編集ー解説）〔中公パックス世

界的名著72〕中央公論社（前掲問題書〔世界的名著60〕1970年の再刊），

5月

「大内兵衛先生 人と学問J （座談会） r世界」 416号. 7月号

「蝋山政道一ーその人と時代」（座談合） ＇中央公論』 8月号

「ロプソン先生町憶い出」 r学鐙J （丸善） 77巻10号， 10月5日

「地方公務員法の回顧と展望」『地方公務員月報』 12月号

1981 （昭56）年

「百0年代行政の課題と展望」（座談会）日本経世協会編内0年代日本的行政

ーーーその課題と提言』日本経営出版協会， 3月

『行政指導に関する調査研究報告書』（研究会座長，序ー第一編第4章） 行

政管理庁， 3月

「行政改革の焦点」（対談） ＇行政改革』〔法律時報臨時増刊〕 3月30日号

「なぜ難行する行政改革Jr時事教養J559号， 6月1日

「行政改革円周辺を語る」（対談） r法と政策』 創刊号， 6月

「いまなぜ地方向時代が問われているか」放送文化基金編r地方町時代と放
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送文化』放送文化基金， 7月

r日本内出l史録』（共編者，林茂）全6巻 第一法規出版， 8月

「内閣制皮肉成立と変遷J 向上第1巻所収， 8月

戦前jgJ官僚制研究会制，義郁彦著吋2前期日本官僚制的制度 組織・人事』

（共編者，升昧準之輔・三笹太一郎・天川晃）東京大学出版会， 11月

「行政改革と国民生活」『法と政策J 7号， 12月

1982 （昭57)年

文部省検定済教科書高校用 r現代社会』（共著） 自由書房， Z月

『追想の蝋山政i宣』（編集代表） （前掲追悼座談合 r中央公論』 19sn年8月

号も採録）蝋山政道追想集刊行会 中央公論卒業出版製作， 5月15日

「先生町温情」向上所収

「凹0年聞のおつきあい」（田中二郎追悼随想）『ジュリスト』 767号， 6月

1日

“lntroduction，”“Public Adminisむationin Japan: History and Problems，＇’ 

I I AS Tokyo Round Table Organizing Committee (President K Tsuji) 

Public Ad，問 inistrationinfa.仰n,9月

「行政改革の評価基準J ＇季刊労働法」冬期号， 12月

1983 （昭58）年

［世界の議全〕全12巻（編集代表）ぎょうせい， 1月 1984年 2月

「私的行政学」（記念講演）日本行政学会制 r行政学の現状と課題」〔年報行

政研究17〕き’ょうせい， 3月

「開会的辞」国際行政学会東京会議組織委員会編r世界的行政改1jiと大都市

行政の展望 国際行政学会東京会議から』 3月

「憲法と自治地方」『80年代的日本図鑑法 私はこう考える 』 〔岩波

プyクレ yトNo.14〕岩波書店， 4月

〔現代行政全集〕全27巻（編集顧問，共編者．高辻正己）ぎょうせい.5月

一現喧刊行中

「行政改革と地方自治」自治大学校制『地方自治的現実と未来 自治大学

校創立三十周年記念論文集』ぎょうせい. 10月

「吉野（作造）賞選後評Jr中央公論』 11月号

〔事例・地方自治〕全12巻（監修）ほるよ出版. 12月

1984 （昭59）年

Public Administration in fa向n(ed.), Univ. of Tokyo Press (IIAS, op. cit. 

1982の改訂再版） 2月


